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ご契約に際しまして、お客さまのニーズに最もふさわし
い商品をお選びいただくため、未来診断をはじめ、各種パ
ンフレットによる情報提供を行い、お客さまのご意向を伺
ったうえで、「設計書（契約概要）」によるご提案を行って
います。ご契約内容の見直しに際しては、「保障内容見直
しのご提案書」を用いた説明を行っています。
あわせてご契約の前には「注意喚起情報」、Web版「ご
契約のしおり（−定款）・約款」のご案内＊を必ずお渡しし、
ご契約に必要な保険知識・重要事項をご理解いただける
よう努めています。

ご契約内容を確認いただくため年に１度お客さまにお知らせする総合通知「スミセイ安心だより」をはじめ、ご契約内
容に応じ重要なお知らせを行っています。あわせて、メール・ＳＭＳなどでも重要なお知らせや保険に関するご案内を
行っています。
また、保険金・給付金などをもれなく、スムーズにご請求いただくために、請求手続きの要領などをまとめたガイドブッ

クをお渡ししています。

◆ご契約締結までの情報提供〜申込手続き

◆ご契約締結後の情報提供

●各種パンフレット
●設計書（契約概要）
●保障内容見直しのご提案書
●注意喚起情報
●Web版「ご契約のしおり（−定款）・約款」のご案内＊
●意向確認画面
●申込内容控（兼解約返戻金額表）
●生命保険の契約にあたっての手引

＊�QRコードの読み取り等により、Web上で「ご契約のしおり（−定�
款）・約款」をご確認いただけます。�
なお、冊子版「ご契約のしおり（−定款）・約款」は希望される�
方へ郵送にてお渡ししています。

商品の魅力とあわせた「留意事項」の情報提供

生命保険に加入される方が、その商品、制度
などを知らなかったために、デメリット（不利益）
を被ることのないよう、お客さまへの商品説明
の際、「留意事項」の情報提供を徹底しています。
この「留意事項」については、「商品パンフレッ
ト」、「設計書（契約概要）」「注意喚起情報」、「ご
契約のしおり（-定款）・
約款」に明示している
ほか、「ご契約締結後
の各種情報提供」の
項目で記載している
各種通知などにも記
載しています。

【お客さまへのお知らせの一例】

ご契約の現況について ○スミセイ安心だより	 ○ご契約内容現況のお知らせ

保険料のお払込みについて

○保険料お立替えのお知らせ	 ○ご契約失効のお知らせ
○保険料お立替金残高のお知らせ	 ○保険料払込期間満了のお知らせ

＜口座振替扱契約＞
○口座振替開始のご案内（月払）	 ○口座振替中止のお知らせ
○今期保険料お払込みのご案内（年・半年、年1（2）回払）

＜勤務先の団体扱契約＞
○保険料変更のお知らせ

配当金・契約者貸付について ○スミセイ安心だより	 ○契約者貸付金残高のお知らせ
○契約者貸付金利息のお払込案内

保障内容の見直しについて
○更新時期到来のお知らせ
○特別保障期間満了のお知らせと今後の保障内容のご案内
○保険料払込み終了と今後の保障内容のご案内

保険金・給付金などの
お支払いについて

○満期のお知らせ
○積立金額のお知らせ（育英資金・生存給付金・学資祝金）
○年金開始手続きのご案内

○死亡保険金・入院給付金などの
　手続きとお支払いガイドブック※
　※申込手続き時にご案内する「ご契約のしおり
　　（−定款）・約款」にも収録しています。
○団体保険における死亡保険金・入院給付金などの
　手続きとお支払いガイド
○死亡保険金ご請求のしおり

その他 ○生命保険料控除証明書

反
社
会
的
勢
力
へ
の
対
応
／
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
考
え
方

個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
考
え
方

110

1．個人情報の利用目的
a．当社は、個人情報を以下の目的を達成するため

に必要な範囲にのみ利用させていただき、それ以
外の目的には利用いたしません。
・各種保険契約のお引き受け、ご継続・維持管理、保

険金・給付金等のお支払い
・関連会社・提携会社を含む各種商品・サービスの 

ご案内・提供（※）、ご契約の維持管理
・当社業務に関する情報提供・運営管理、商品・サー

ビスの充実
・その他保険に関連・付随する業務
ただし、マイナンバー（個人番号）につきましては、

以下の目的の範囲内で利用させていただきます。

・保険取引に関する支払調書作成事務
・報酬、料金等の支払調書作成事務
・不動産の使用料等の支払調書作成事務
・その他、当社が法令に基づいて行う個人番号関係

事務等
b．利用目的が法令により限定されている場合について

個人信用情報機関より提供を受けた個人信用
情報については、保険業法施行規則に基づき、返
済能力の調査に利用目的が限定されています。

また、保健医療等の「機微（センシティブ）情
報」については、保険業法施行規則に基づき、業
務の適切な運営の確保その他必要と認められる
目的に利用目的が限定されています。

◆反社会的勢力への対応

◆個人情報保護に関する考え方

個人情報保護に関する基本方針

当社は、個人情報の保護が個人の生命・身体・財産の安全に関わる重要な問題であることを深く認識し、個人の
権利・利益の保護およびお客さまの信頼を第一に考え、「個人情報の保護に関する法律（以下、『個人情報保護
法』）」、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下『番号法』）」、その他の
法令・ガイドラインや一般社団法人生命保険協会の指針を遵守して、機密性・正確性を保持する等、個人情報を
適正に取り扱ってまいります。

　住友生命では、「住友生命グループ行動規範」、「内部統
制基本方針」および「反社会的勢力対応方針」において、
「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に
対して断固たる態度で組織的に対応し、同勢力との関係

を遮断し排除すること」を反社会的勢力対応の基本方針
として定めています。また、その細目として「反社会的
勢力対策規程」を制定しています。

反社会的勢力に対する基本方針

　2012年４月から生命保険約款への暴力団排除条項
を導入し、反社会的勢力であることが判明した場合に契
約の解除を可能にすることで、企業の社会的責任として

反社会的勢力との関係を遮断し、同勢力を排除する取り
組みを強化しています。

保険約款への暴力団排除条項の導入

　「住友生命グループ行動規範」においてお客さま情報
を厳正に管理することをすべての役職員の行動指針と
し、その上で、個人情報の管理体制や適切な取扱いにつ
いて「顧客情報等管理方針」「セキュリティポリシー」等

に明確に定めています。
　個人情報保護に関する方針や取組みは、「個人情報保
護に関する基本方針」としてまとめ、ホームページ等で
公表しています。

個人情報保護に関する基本方針

　住友生命では、「反社会的勢力対応方針」において、総
務部を反社会的勢力対応の全社的な統括部門と定め、具
体策の策定・実行、役職員への教育・啓発等を行ってい
ます。また、総務部が反社会的勢力に関する情報を一元
的に管理し、その情報を活用して、警察・暴力追放運動
推進センター・弁護士等の外部専門機関と連携のうえ、

同勢力との関係遮断および排除に取り組んでいます。
　反社会的勢力から不当要求など何らかの接触があっ
た場合には、統括部門である総務部に迅速かつ適切に報
告・相談が行われ、また、経営陣の適切な指示・関与のも
と対応を行っています。

反社会的勢力への対応

　コンプライアンス統括部を顧客情報等管理部門と定
め、社内規定において役職員の守秘義務を明確にしたう
えで、定期的に教育する等により周知・徹底しています。
　また、個人情報にアクセスできる者を業務上必要最小
限の範囲に限定し、個人情報の漏えい等を防止するため

に各種のセキュリティ対策を講じています。
　さらに、外部からの不正アクセス等を防止するための
各種の安全管理措置も講じています。
　このように、個人情報を安全に管理するため、必要か
つ適正なセキュリティ対策を講じています。

個人情報のセキュリティの徹底

　お客さまの個人情報は、業務上必要な範囲でお預かりしたお客さまの大切な財産であると認識しており、「個人情
報の保護に関する法律」等を遵守して、適正に取り扱っています。
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2．個人情報の収集方法
当社は、上記の利用目的を達成するために必要な

範囲で、お客さまの住所・氏名・生年月日・性別・職業・
健康状態等の個人情報を、申込書・請求書・アンケー
ト等の適正な手段で収集させていただきます。

3．個人データの提供
当社は、個人データを機密情報として厳正に管理

し、次の場合を除き、直接・間接を問わず、第三者に
提供いたしません。
a．あらかじめ本人の同意を得た場合
b．個人情報保護法、番号法、その他の法令に基づく場合
c．個人情報保護法に従ってお客さまの個人情報の

共同利用を行う場合
・生命保険協会等との個人データの共同利用のお

取扱いについて
当社は、生命保険制度が健全に運営され、保険金
および入院給付金等のお支払が正しく確実に行
なわれるよう、「契約内容登録制度」、「契約内容照
会制度」、「医療保障保険契約内容登録制度」およ
び「支払査定時照会制度」に基づき、当社の保険契
約等に関する所定の情報を特定の者と共同して
利用しております。
当社は、業務の健全かつ適切な運営および保険募
集の公正を確保し、保険契約者等の利益の保護お
よび生命保険事業の健全な発達に資するよう、

「募集人登録情報照会制度」、「合格情報照会制度」、
「廃業等募集人情報登録制度及び代理店廃止等情
報制度」、「変額保険販売資格者登録制度」に基づ
き、募集人等に関する所定の情報を特定の者と共
同して利用しております。

・当社子会社との共同利用について
当社は、メディケア生命保険株式会社、その他事
業報告書等に記載されている当社の子会社との
間で、個人データを共同利用します。

d．適切な安全管理に基づいて、上記の利用目的を
達成するために必要な範囲で、生命保険に関わる
確認業務、情報システムの保守、運送、印刷等の各
種業務において、個人情報の取扱いの一部または
全部を外部委託する場合があります。外部委託を
行う場合、外部委託先における個人情報の安全管
理について適切に監督します。

e．その他個人情報保護法に基づきお客さまの個人
情報を提供することが認められている場合
お客さまの個人番号については、番号法で認めら
れた場合を除き、第三者に提供いたしません。

4．個人データの安全管理措置
a．当社は、漏えい・滅失・き損・不正アクセスの防

止その他の個人データの安全管理のために、適正
な情報セキュリティを確立し、必要かつ適切な措
置を講じてまいります。

b．当社は、個人データの安全管理に関し、取得・利
用・保管・送付・廃棄等、管理段階ごとに社内規定
を整備のうえ、定期的に教育する等により、従業者
に周知徹底いたします。

c．当社は、個人データの取扱いを委託する場合には、
適切な委託先を選定するとともに、委託先の義務
と責任を契約により明確にする等、委託先におい
て個人情報が安全に管理されるよう適切に監督い
たします。

d．個人データの安全管理措置は、定期的に見直し、
改善してまいります。

5．個人情報の取扱いに関するご照会およびご意見・ご
要望の窓口

当社は、個人情報の取扱いに関するご照会および
ご意見・ご要望に適切かつ迅速に対応いたします。
下記の＜お問い合わせ先＞までお申し出ください。

6．個人情報保護法に基づく保有個人データの開示等に
関するご請求

個人情報保護法に基づく保有個人データの利用目
的の通知、開示、訂正または利用停止等に関するご請
求については、下記の＜お問い合わせ先＞までお申
し出ください。なお、利用目的の通知、開示請求につ
いては別途ご案内する所定の手数料をいただきます。

7．当社が対象事業者となっている認定個人情報保護団
体について

当社は、認定個人情報保護団体である一般社団法
人生命保険協会の対象事業者です。同協会では、対
象事業者の個人情報の取扱いに関する苦情・相談を
受け付けております。

本方針は個人情報保護法、その他関係法令、ガイドライ
ン等に基づき当社ホームページで継続して公表しており
ます。

本方針は今後の安全管理上の技術向上などを反映し適
宜変更する場合があります。変更内容はホームページ上
で公表いたします。
※  「関連会社・提携会社を含む各種商品・サービスのご案内・提供」、

「お客さま種類ごとの利用目的の例示」、「従業員等の個人情報の利
用目的」、「再保険を行う場合の個人データのお取扱い」ならびに

「当社の企業保険商品にご加入のお客さまへのご案内」等、本方針
の詳細は当社ホームページをご覧ください。

＜認定個人情報保護団体のお問い合わせ先＞
一般社団法人生命保険協会　生命保険相談所
ホームページアドレス https://www.seiho.or.jp

＜お問い合わせ先＞
スミセイコールセンター
電話番号 0120ｰ307506
受付時間 月〜金曜日　9：00〜18：00
 土曜日　　　9：00〜17：00
 （日・祝日・12/31〜1/3を除く）
金融機関等代理店・保険ショップを通じてご加入の
お客さまは、下記の番号をご利用ください。
電話番号 0120ｰ506154
郵便局、ゆうちょ銀行、かんぽ生命を通じてご加入の
お客さまは、下記の番号をご利用ください。
電話番号 0120ｰ506873

「外貨建商品」「たのしみYOUプラス」にご加入の
お客さまは、下記の番号をご利用ください。
電話番号 0120ｰ506081
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当社は、「生命保険契約者保護機構」（以下、「保護機
構」といいます。）に加入しております。保護機構の概
要は、以下のとおりです。

・�保護機構は、保険業法に基づき設立された法人であり、
保護機構の会員である生命保険会社が破綻に陥った
場合、生命保険に係る保険契約者等のための相互援助
制度として、当該破綻保険会社に係る保険契約の移転
等における資金援助、承継保険会社の経営管理、保険
契約の引受け、補償対象保険金の支払に係る資金援助
及び保険金請求権等の買取りを行う等により、保険契
約者等の保護を図り、もって生命保険業に対する信頼
性を維持することを目的としています。

・�保険契約上、年齢や健康状態によっては契約していた
破綻保険会社と同様の条件で新たに加入することが
困難になることもあるため、保険会社が破綻した場合
には、保護機構が保険契約の移転等に際して資金援助
等の支援を行い、加入している保険契約の継続を図る
ことにしています。

・�保険契約の移転等における補償対象契約は、運用実績
連動型保険契約の特定特別勘定※1に係る部分を除い
た国内における元受保険契約で、その補償限度は、高
予定利率契約※2を除き、責任準備金等※3の90%とす
ることが、保険業法等で定められています（保険金・年
金等の90％が補償されるものではありません。※4）。

・�なお、保険契約の移転等の際には、責任準備金等の削
減に加え、保険契約を引き続き適正・安全に維持する
ために、契約条件の算定基礎となる基礎率（予定利率、
予定死亡率、予定事業費率等）の変更が行われる可能
性があり、これに伴い、保険金額・年金額等が減少する
ことがあります。あわせて、早期解約控除制度（保険
集団を維持し、保険契約の継続を図るために、通常の
解約控除とは別に、一定期間特別な解約控除を行う制
度）が設けられる可能性もあります。

※1��特別勘定を設置しなければならない保険契約のうち最低保証（最低
死亡保険金保証、最低年金原資保証等）のない保険契約に係る特別
勘定を指します。更生手続においては、当該部分についての責任準
備金を削減しない更生計画を作成することが可能です（実際に削減
しないか否かは、個別の更生手続の中で確定することとなります）。

※2��破綻時に過去5年間で常に予定利率が基準利率（注1）を超えていた
契約を指します（注2）。当該契約については、責任準備金等の補償
限度が以下のとおりとなります。ただし、破綻会社に対して資金援
助がなかった場合の弁済率が下限となります。

　　　高予定利率契約の補償率�＝�90％－｛（過去5年間における各年
　　の予定利率－基準利率）の総和÷2｝

（注1）�基準利率は、生保各社の過去5年間の平均運用利回りを基準に、金
融庁長官及び財務大臣が定めることとなっております。現在の基
準利率は、3％となっております。

（注2）�一つの保険契約において、主契約・特約の予定利率が異なる場合、
主契約・特約を予定利率が異なるごとに独立した保険契約とみな
して、高予定利率契約に該当するか否かを判断することになりま
す。また、企業保険等において被保険者が保険料を拠出している
場合で被保険者毎に予定利率が異なる場合には、被保険者毎に独
立の保険契約が締結されているものとみなして高予定利率契約
に該当するか否かの判断をすることになります。ただし、確定拠
出年金保険契約については、被保険者が保険料を拠出しているか
否かにかかわらず、被保険者毎に高予定利率契約に該当するか否
かを判断することになります。

※3��責任準備金等とは、将来の保険金・年金・給付金の支払に備え、保険
料や運用収益などを財源として積立てている準備金等をいいます。

※4��個人変額年金保険に付されている年金原資保証額等についても、そ
の90％が補償されるものではありません。

◆生命保険契約者保護機構について


